
平成 29 年３月 31 日 

 

第 178 回定時株主総会における議決権行使の結果について 

 

 平成 29 年３月 30 日に開催された第 178 回定時株主総会における議決権行使の結果につき、下記のと

おりお知らせします。 

 

記 

 

( 1 ) 決議事項の内容 

  第１号議案 剰余金の処分の件 

     期末配当に関する事項 

     (1）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額 

       当社普通株式１株につき金 20 円  総額 18,250,317,060 円 

     (2）剰余金の配当が効力を生じる日 

       平成 29 年３月 31 日 

 

  第２号議案 取締役９名選任の件 

    取締役として、磯崎功典、西村慶介、伊藤彰浩、三好敏也、石井康之、有馬利男、荒川詔四、岩田喜美

枝及び永易克典の９名を選任する。 

 

  第２号議案に対する修正動議 

    株主より、上記原案について、磯崎功典を取締役候補者から除外するよう修正動議が提出された。 

 

  第３号議案 役員賞与支給の件 

    当期（平成 28 年１月１日から平成 28 年 12 月 31 日まで）末時点の取締役９名に対し総額１億 4,902 万円

（うち社外取締役４名に対し総額 500 万円）、当期末時点の監査役５名に対し総額 1,725 万円（うち社外監

査役３名に対し総額 375 万円）の役員賞与を支給する。 

 

  第４号議案 取締役及び監査役の報酬額改定の件 

  取締役の報酬額を年額９億 5,000万円以内(うち社外取締役分は年額 8,000万円以内)、監査役の報酬額

を年額１億 3,000 万円以内に改定する。 

 

  第５号議案 取締役に対する譲渡制限付株式報酬制度に係る報酬額設定の件 

社外取締役を除く取締役に対し、第４号議案に係る取締役の報酬額とは別に、譲渡制限付株式の付与の

ための報酬を年額２億 5,000 万円以内の金銭報酬債権として支給する。 



( 2 ) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるた

めの要件並びに当該決議の結果 

決議事項 賛成（個） 反対（個） 棄権（個） 

決議の結果 

賛成比率 

（％） 
可否 

 第１号議案 

 剰余金の処分の件 
6,879,838 4,263 14 96.35 可決 

 第２号議案 

 取締役９名選任の件 
         

   磯崎 功典 6,809,624 74,484 0 95.37 可決 

   西村 慶介 6,822,467 58,287 3,354 95.55 可決 

   伊藤 彰浩 6,822,760 57,994 3,354 95.55 可決 

  三好 敏也 6,822,537 58,217 3,354 95.55 可決 

  石井 康之 6,820,410 60,344 3,354 95.52 可決 

 有馬 利男 6,835,101 49,007 0 95.72 可決 

   荒川 詔四 6,835,472 48,636 0 95.73 可決 

 岩田 喜美枝 6,834,548 49,560 0 95.72 可決 

  永易 克典 6,453,253 430,854 0 90.38 可決 

 第３号議案 

役員賞与支給の件 
6,545,622 338,545 64 91.67 可決 

第４号議案 

取締役及び監査役の報酬額改定

の件 

6,842,044 37,014 5,209 95.82 可決 

第５号議案 

取締役に対する譲渡制限付株式

報酬制度に係る報酬額設定の件 

6,780,640 103,510 50 94.96 可決 

（注） １ 議決権を行使することができる株主の議決権の総数は 9,108,894 個であります。 

    ２ 各決議事項が可決されるための要件は次のとおりであります。 

      第１号議案、第３号議案、第４号議案及び第５号議案 

           出席した議決権を行使することができる株主の議決権の過半数の賛成 

      第２号議案 

              議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決 

権の過半数の賛成 

    ３ 第２号議案につきましては、修正動議が提出されましたが、原案が会社法上適法な決議として成立し、 

修正動議が成立する余地がなくなったため、議決権数は集計しておりません。 



( 3 ) 賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を

加算しなかった理由 

    議決権行使書及びインターネット等による事前行使分の議決権の数並びに当日出席の株主のうち賛成

の意思表示が確認できた株主の議決権の数の集計により、全ての決議事項は可決されるための要件を満

たし、会社法上適法に決議が成立したため、当日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の意思表示の

確認ができていない株主の議決権の数は加算しておりません。 

 

以 上 

 


